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派遣労働者等の
安全衛生管理について



•第14次労働災害防止計画の概要

•派遣労働者の労働災害発生状況

•派遣労働者の安全衛生管理

•請負における安全衛生管理

•死亡災害の防止

•労働災害の防止

•ＳＴＯＰ！転倒災害

•高年齢労働者の労働災害防止対策

•製造業における労働災害防止対策



第14次労働災害防止計画の概要
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8つの重点対策

計画の方向性

 事業者の安全衛生対策の促進と社会的に評価される環境の整備を図っていく。そのために、厳しい経営環境等さ

まざまな事情があったとしても、安全衛生対策に取り組むことが事業者の経営や人材確保・育成の観点からもプ

ラスであると周知する。

 転倒等の個別の安全衛生の課題に取り組んでいく。

 誠実に安全衛生に取り組まず、労働災害の発生を繰り返す事業者に対しては厳正に対処する。

③ 高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

⑤ 個人事業者等に対する安全衛生対策の推進①

自発的に安全衛生対策に取り組むための
意識啓発

社会的に評価される環境整備、災害情報の分析強化、DXの推進

⑥
業種別の労働災害防止対策の推進

陸上貨物運送事業、建設業、製造業、林業

④
多様な働き方への対応や外国人労働者等の労

働災害防止対策の推進

⑦
労働者の健康確保対策の推進

メンタルヘルス、過重労働、産業保健活動

⑧
化学物質等による健康障害防止対策の推進

化学物質、石綿、粉じん、熱中症、騒音、電離放射線

②
労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業

行動に起因する労働災害防止対策の推進

令和５年(2023年)４月１日～令和10年(2028年)３月31日までの５か年計画

死亡災害：５％以上減少 死傷災害：増加傾向に歯止めをかけ2027年までに減少



派遣労働者の労働災害発生状況

出所：労働者死傷病報告

〇令和６年も増加傾向（死亡１人（熱中

症））。災害発生率も高い（就労割合の

約2.5％に対して約3.6％）。

〇事故の型別：転倒（28％）、腰痛等の

動作の反動等（23％）で半数以上。

〇業種別：製造業が４割以上。

〇年齢別：40歳以上が７割以上。

〇経験年数：１年未満が半数以上。

派遣労働者の労働災害の特徴
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福岡労働局

熱中症１

重機接触１



派遣労働者の安全衛生管理

 派遣労働者の労働条件・安全衛生の確保のために
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派遣労働者の安全衛生管理

 派遣元が実施すべき重点事項
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派遣労働者の安全衛生管理

 派遣先が実施すべき重点事項
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請負における安全衛生管理
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請負における安全衛生管理
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死亡災害の防止
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STOP！死亡災害

安全第一再考運動

※



死亡災害の防止
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※



労働災害の防止
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STOP！労働災害

転倒・腰痛災害等

撲滅運動

※



労働行動の防止
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※



STOP！転倒災害

転倒災害対策

福岡労働局

STOP！転倒災害

リーフレット
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高年齢労働者の労働災害防止対策

 高年齢労働者の安全と健康確保にためのガイドラインに基づく措置
 職場環境の改善（階段に手すりの設置、通路の段差の解消、作業場所の照度の確保、防滑靴の利用等）
 高年齢労働者の健康や体力の状況の把握（健康診断の確実な実施、体力チェック等）
 高年齢労働者の健康や体力の状況に応じた対応（労働時間の短縮、作業の転換等）
 安全衛生教育
 自らの健康づくり（ストレッチや軽いスクワット運動、食習慣や食行動の改善等）
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製造業における労働災害防止対策

 機械の危険部分への覆いの設置等によるはさまれ・巻き込まれ等防止対策の実施

 機能安全を活用した機械設備安全対策の推進

 作業停止権限等の十分な権限を安全担当者に付与する等の安全管理の実施

 高経年施設・設備の計画的な更新、優先順位を付けた点検・補修等の実施

 製造業安全対策官民協議会で開発された、多くの事業場で適応できる「リスクアセスメントの共通化手

法」の活用等による、自主的なリスクアセスメントの実施
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